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第１ 熊本地震を受けて 

 

１ Ｍ７クラスの地震が連続して発生したこと 

熊本地震では、２０１６年４月１４日に気象庁マグニチュード（Ｍ

ｊ）６．５、震度７の地震（震源の深さ１１キロ）が、同月１６日に

は同７．３、震度７の地震（震源の深さ１２キロ）が相次いで発生し、

その後も余震が震度１から６まで無数に観測され、震度６強が２回、

震度６弱が３回、震度５強が４回、震度５弱が８回、震度４が９５回

も観測されている（気象庁震度データベースより）。 

内陸型（活断層型）地震でマグニチュード６．５以上の地震の後に

さらに大きな地震が発生するのは、地震の観測が日本において開始さ

れた１８８５年以降で初めてのケースであり、また一連の地震活動に

おいて震度７が２回観測されるのも初めてのことであった。そのため

気象庁自身が「今までの経験則から外れている地震」であると述べて

おり、そのことを理由として、気象庁は通常規模の大きい地震の後に

は余震の発生確率を発表しているが、本地震では発表を取りやめるほ

どであった。かかる気象庁の見解は、これまで地震学において得られ

ている知見が、いかにわずかな期間の観測記録に基づく、いかに不十

分な知見でしかなかったことを如実に示すものである。 

このように短期間に間にＭ７クラスの地震が連続して発生すること

を想定していた地震学者はおらず、当然、我が国における耐震基準も

そのような事態を想定していなかった。だからこそ熊本地震では、１

度目の地震では倒壊を免れた建物が２度目の地震によって相次いで倒

壊し、人々に甚大な被害を与えるに至ったのである。翻って原子力発

電所における耐震基準も、このようなＭ７前後の大規模な地震が連続

して発生した場合のことを想定してものとはなっていない。これは、
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熊本地震が起こるまで誰一人としてそのような事態を想定していなか

った以上当然のことである。原発を含む建物の耐震基準は、耐震構造

等にダメージのない状態で発生した大規模な地震に対して耐えられる

かどうかという観点から設定されているが、本件のように、１度目の

大規模な地震で耐震構造等にダメージが入った状態でさらに２度目の

大規模地震にまで耐えられるかどうかという観点は全く考慮されてい

ない。だからこそ熊本地震で多くの建物が１度目の地震を耐え抜きな

がら２度目の地震によって倒壊してしまったのであるが、原発におい

て連続して大規模な地震が発生した場合、果たして２度目の地震に耐

えられるであろうか。そのような保障はまったくない。そして、熊本

地震において「今までの経験則から外れている地震」が観測された以

上、今後大飯原発等の原子力発電所において「それまでの経験則から

外れている地震」が発生する可能性は誰にも否定できないのである。

むしろ、２０１１年の東北地方太平洋沖地震も「それまでの経験則か

ら外れている」ような大規模な地震であったが、日本で地震の観測が

始まってから１００年余りの間にそのような地震が繰り返し発生して

いるということは、今後１００年余りの間にもそのような「それまで

の経験則から外れている」ような大規模な地震が繰り返し発生してし

まう可能性が高いことを意味している。 

熊本地震は、地震学の知見がいかに矮小なものにすぎないか、今後

も経験則から外れるような地震が発生する可能性がいかに高いかを示

すものであると同時に、原子力発電所を含むこれまでの耐震基準が全

く想定していなかった連続地震の発生の可能性を示すものとして極め

て重要である。被告関西電力の主張についても、いかに矮小な地震学

の知見に基づくものにすぎないか、経験則から外れるような地震が発

生する可能性をいかに過小評価しているかが熊本地震によって明らか
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にされ、同時に、連続地震の発生の可能性という点に全く留意してい

ないという致命的な欠点をも詳らかにされたのである。 

 

２ Ｍ７クラスの地震の予知・予測は不可能であること 

政府の地震調査委員会が作成した大地震の発生確率を示す予測地図

によれば、熊本地震が発生する前の１月１日時点では、熊本市で震度

６弱以上が発生する確率は７・６％であり、４７都道府県で低い方か

ら１６番目、高い方から数えれば３２番目であった（ちなみに京都市

の確率は１３％）。しかし、実際に大規模地震が発生したのは熊本だ

ったのである。このことは、大規模地震の予知・予測が不可能である

ことを示している。 

また、地震の前兆を示す異常地殻変動等も熊本地震について事前に

全く報告されていなかった。これは、１９９５年１月１７日の兵庫県

南部地震と同じである。このことからも、大規模地震の予知・予測は

不可能であることが分かる。 

 

３ 活断層の長さを調査によって明らかにすることは不可能であること 

(1) 予測による活断層の長さと実際の活断層の長さとの間には乖離が

ある 

熊本地震は内陸型地震であり、当該地域に存在する活断層が活

動したことによって発生したものである。Ｍ７．３の地震を引き起

こした活断層は布田川断層帯の東端の区間であり、その長さは元来

約１９キロとされてきたが、国土地理院の測地データに基づく暫定

値では、今回の熊本地震で活動した部分はさらに８キロ程度長い約

２７キロであった。 

その後、纐纈一起東大地震研教授らの手による強震・遠地・測
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地データのジョイントインバージョンによる震源断層モデル（下図）

では、断層長５４キロ、断層幅１６．５キロで、傾斜角７５度の断

層面を設定したモデルが、強震・遠地・測地データを一番よく説明

できるとしている。この纐纈教授らの震源断層モデルは、２０１６

年５月１３日に発表された地震調査推進本部・地震調査委員会の「２

０１６年熊本地震の評価」の報告にも採用されており、現段階で最

も信頼性の高い震源パラメータである。図のなかで、黒太線が既知

の活断層であり、青四角が実際に動いた部分である（すべり分布は

赤色が大きく、青色が小さい）。この図からも、既知の活断層と実

際に動いた部分とは一致しておらず、既知の活断層の延長線上に長

く延びていることが確認できる。 

このように、事前の活断層の長さに関する調査が限界のあるも

のであり、実際の震源断層の長さとは大きな乖離があることが明ら

かになったのである。 
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このように実際には事前に想定されていなかった長さの活断層

が動いたという事例として、１９９５年１月１７日に発生した兵庫

県南部地震を挙げることもできる。Ｍ７．３であった同地震は震源

領域の長さ５０ｋｍ超、深さ約５～１８ｋｍの断層面が一度に破壊

して起こったものであるが、事前には短い断層の存在が何本か知ら

れていたにすぎない。同地震においてこれほど長い活断層が動くと

は想定されていなかったのである。初の近代都市における直下型地

震であり甚大な被害を及ぼした兵庫県南部地震も、活断層の長さを

事前に調査して明らかにすることは不可能であり、予測される長さ

と実際の長さとの間には乖離があることを明確に示している。 

こうした地震発生前に予測される活断層の情報と実際の活断層

の情報との間には乖離があり、地震の規模を活断層の長さから予測

する場合に過小評価となる可能性があることは、元原子力規制委員

会委員長代理であった島崎邦彦氏も指摘するところである（甲２３

０、甲２７８「活断層の長さから推定する地震モーメント」）。活断

層は基本的に地中に存在するものであるから、その長さを事前に明

らかにすることには自ずから限界があるのであり、いかに不確実な

予測にすぎないかはこれまでの地震によって、あるいは元原子力規

制委員会委員長代理であった島崎邦彦氏によって明確となっている

のである。 

(2) 活断層の長さは地震の規模を決定づける極めて重要な要素である 

既に原告準備書面２・脚注２７で述べたところであるが、活断

層の長さは地震の規模を決定づける極めて重要な要素である。例え

ば、断層の長さ（Ｌ）とマグニチュード（Ｍ）の関係について松田

（１９７５）の経験式によれば ｌｏｇＬ＝０.６Ｍ－２.９ と表
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される。そのため上記熊本地震の場合を例にとれば、①活断層の長

さ１９キロを用いるとＭ＝約７．０となり、②国土地理院による測

地的震源断層の長さから求められた２７キロを用いるとＭ＝７．２、

③強震・遠地・測地のジョイントインバージョンから求められた震

源断層の長さ５４キロを用いるとＭ＝７．７となる。さらに、マグ

ニチュード（Ｍ）と地震エネルギー（Ｅ）との関係についてグーテ

ンベルグ・リヒターの半理論・半実験式ｌｏｇＥ＝４.８+１.５Ｍ

を用いてＥを求めれば、①が１．７×１０の１５乗、②が４．３×

１０の１５乗、③が２４．０×１０の１５乗となる。 

つまり、既存の活断層から予想される①の地震エネルギー（Ｅ）

に比べて、現段階で最も信頼性の高い纐纈教授らによる震源パラメ

ータを用いて計算すると、地震エネルギー（Ｅ）は１３倍以上にも

なるのである。このように、実際の震源断層モデルから求められた

放出エネルギー（Ｅ）が、既存の活断層から予測される地震の放出

エネルギーに比べて極めて大きかったことが今回の熊本地震の教訓

の一つである。 

(3) 大飯原子力発電所周辺の活断層も過小評価の可能性は十分にあ

る 

そして、若狭湾周辺地域にも断層・活断層が多数存在し、特に

基準地震動を策定する際の対象であるＦＯ－Ｂ・ＦＯ－Ａ断層は海

中を走っている。地中にある活断層すら事前の調査が困難なのであ

るから、海底を走る活断層の調査がなお一層困難であることは明白

であろう。これらの断層の長さが想定よりも長かった場合、基準地

震動は直ちに過小評価となるのである。 

 

４ 熊本地震で「階級４」の長周期地震動が観測されていること 
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(1) 長周期地震動による被害の可能性 

熊本地震において、防災科学技術研究所の強震観測網であるＫ－ 

ＮＥＴ・ＫｉＫ－ｎｅｔによれば、益城観測点ＫＭＭＨ１６の地表 

面における最大加速度は、Ｍ６．５の前震では３成分合計値１５８

０ガル、上下動で１３９９ガルを記録した。さらに、Ｍ７．３の本

震では３成分合計値１３６２ガルを記録した。 

このような大きな地震加速度が観測されたのは、この地域が火山

性の軟弱地盤であることも考慮しなければならない。益城観測点周

辺の地盤では火山堆積物が厚く表層を覆っていて、Ｓ波速度が２ｋ

ｍを越えるのは深さ２３０ｍ以深である。これに対して、大飯原子

力発電所の敷地はＳ波速度が基盤直下から２．２ｋｍを超えており、

固い地盤にあると言われている。柔らかい地盤上の地点では、固い

岩盤上の地点に比べて表層で大きな揺れ（地震動）が数倍程度増幅

される可能性も考えられる。そうなると、熊本地震の経験から、大

飯原子力発電所でクリフエッジを上回る地震動に襲われる可能性が

高いとは言えなくなるが、熊本地震の経験として、一つ注目すべき

点がある。 

それは、気象庁が２０１１年東北地方太平洋沖地震のあと、「長

周期地震動階級」の導入を検討してきたが、２０１３年３月２８日

に「長周期地震動に関する観測情報（試行）」を公開して以来、最

上階級の「階級４」が、今回の一連の熊本地震で、２０１６年４月

１５日のＭ６．４の地震と同年４月１６日のＭ７．３の地震の際に

熊本地方で初観測されたことである。 熊本のＭ６．４とＭ７．３

の地震の際に「階級４」の長周期地震動が観測されたということは、

大飯原子力発電所近傍のＭ７．８の想定地震でも被告関西電力は、

大飯原子力発電所の長周期地震動への対策を講じておかなければな
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らない。 

(2) 地震動が大きくなりがちな若狭湾地域の地域特性 

川瀬博京大防災研教授らは一連の熊本地震について、防災科学技

術研究所の強震観測網（Ｋ－ＮＥＴ､ＫＩＫ－ｎｅｔ）、および気象

庁のＪＭＡ震度計ネットワークによって観測された強震データをも

とに、４月１４日のＭ６．５の前震、１６日のＭ７．３の本震およ

びそれらの余震である２３の地震（Ｍ＝４．５～６．４）の震源特

性を求めている（川瀬・仲野：スペクトル分離で求めた震源特性と

サイト特性、およびその考察、２０１６）。それによると、得られた

応力降下量Δσは、Ｍ６．５の前震が２．２１ＭＰａ、Ｍ７．３の

本震が１．７７ＭＰａであり、「これらの応力降下量レベルは過去の

１５年間に発生した内陸地震のＭ６クラスの地震としてはほぼ下限

値のラインに近く、決して地震として特異に硬い地震（短周期を多

く放出した地震）とは言えないことがわかった。」と述べ、さらに、

短周期レベルについて、「今回の地震の短周期レベルは過去のＭ６以

上クラスのそれのほぼ下限値となっており、２０１１年の福島県浜

通りの地震に比べても小さめとなっている・・」と記して、熊本地

震は「柔らかい地震」であったことを指摘している。 

既に原告準備書面１６で述べたところであるが、甲２３４「１９

８５年若狭湾沿岸で発生した地震（敦賀での震度３の弱震）による

大飯原子力発電所１号機の自動停止について」によれば、若狭湾地 域

においては、地震における応力降下量が大きくなるという地域特性

がある。応力降下量が大きくなるということは、当然、地震動が大

きくなるということになる。若狭湾地域においては、他地域で発生

する同規模の地震に比べ短周期レベルが大きい、すなわち、応力降

下量が大きいという地域的特性がある。言い換えると、若狭湾地域
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では「硬い地震」が発生する傾向にある。熊本地震のように「柔ら

かい地震」によっても大きい加速度値が観測され、甚大な被害が発

生した。若狭湾から延びるＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ～熊川断層を震源断

層とする「硬い地震」が起これば、熊本地震より極めて大きな震源

加速度短周期レベルが発生し、基準地震動を大きく越える可能性が

高い。被告関西電力は、地域特性を考慮すれば策定した基準地震動

は信用できると繰り返し主張するが、逆に短周期の地震動レベルが

大きくなるような地域特性があるとの指摘は等閑としている。 

５ 地震動にはバラつきが大きいこと 

(1) 熊本地震によってバラつきの大きさが実証された 

基準地震動が地震動の「標準的・平均的な姿」を基礎としており、

「バラつき」や「不確かさ」を最大限考慮することが必要であるにも

かかわらず、大飯原子力発電所においてはそれが適切に行われてい

ないことは既に原告第１６準備書面において述べたところであるが、

そのバラつきの大きさが熊本地震においても確認された。 

すなわち、長沢啓行大阪府立大学名誉教授によると、熊本地震の

前震の益城観測点の地下地震観測記録（南北方向２３７ガル）（Ｍ６．

５、等価震源距離約１３ｋｍ）を２倍することで推定されるはぎと

り波応答スペクトル（約４７０ガル）は、川内原発の市来断層帯市

来区間（Ｍ７．２、等価値震源距離１４．２９ｋｍ）の耐専スペク

トル（内陸補正なし）（約４６０ガル）とほぼ等しい（甲２７９「若

狭ネット」第１６０号１９～２２頁）。つまり、Ｍ６．５であった熊

本地震の前震でＭ７．２と同等以上の地震動が観測されたというこ

とであり、それだけバラつきが大きいということを示している。ま

た、上記のように熊本地震では、はぎとり波の応答スペクトル（約

４７０ガル）がＭ７．３の耐専スペクトル（約４６０ガル）を超え
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ており、耐専スペクトルが過小であることが客観的に明らかである

上、断層モデルに至っては過小な耐専スペクトルに対してすら１／

２～１／３にすぎず、大幅な過小評価となっている（甲２７９「若

佐ネット１６０号」２頁）。そしてこれらの点は、原子力規制庁も認

めざるを得ない部分である（甲２８０「若狭ネット１６１号」３頁）。 

Ｍ６を超えるような規模の地震が大飯原発近傍で生じた場合、距

離減衰式その他の強震動予測手法のバラつきを十分に考えておかな

ければ、基準地震動を大きく上回る地震動が本件原発を襲う事態は、

現実に生じ得る。そしてこのように地震動にバラつきが大きいこと

は、原告第１６準備書面で述べたところであり、熊本地震によって

かかる原告らの主張が裏付けられた形となった。このようなバラつ

きを適切に考慮すれば、基準地震動は過小評価という他ない。さら

に後述の島崎意見によっても、大飯原子力発電所の基準地震動が過

小評価であることが示されている。 

(2) 「偶然的不確定性」を低減することはできない 

そもそも地震動のバラつきには、種々の知見の亢進と調査の結果

によって理論的には低減することができる「認識論的不確定性」と、

いくら手を尽くしても低減できない「偶然的不確定性」があり、後

者としては、あらかじめ想定することが困難である震源特性におけ

る震源メカニズムや破壊伝播方向、伝播経路における触媒の不均質

性、サイト特性における地盤の不整形性や入射角などによる地震動

の強さの違いなどが挙げられる（甲２７９「若狭ネット１６０号」

１２頁以下、甲２８１「距離減衰式における地震間のばらつきを偶

然的・認識論的不確定性に分離する試み」）。上述の活断層の本当の

長さについてももちろん、あらかじめ想定することが困難な要素の

一つである。 
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そもそも前者の認識論的不確定性によるバラつきをゼロにするこ

とは不可能である（知見が日々更新されていることは既に述べたと

おり）が、その点を措くとしても、低減不可能な偶然的不確定性に

よる地震内のバラつきの大きさは「平均値＋標準偏差」が平均値の

１．７５倍になる大きさということになる。これに認識論的不確定

性によるバラつきの大きさを加味すれば、概ね平均値の約２倍程度

のバラつきを最低限考慮しなければならない。この２倍という値は、

原告らが主張してきた「倍半分」の考え方と共通するものであり、

極めて正当である。 

 

 

第２ 島崎邦彦元原子力規制委員会委員長代理の指摘を踏まえて 

 

１ 基準地震動の不合理性を具体的に指摘した島崎邦彦氏 

既に原告第１６準備書面２９頁以下において、島崎邦彦氏の「活断

層の長さから推定する地震モーメント」を引用して主張・立証したと

ころではあるが、とりわけ重要な部分でもあり、やや敷衍して述べる。 

島崎邦彦氏は、日本を代表する地震学者であるというだけでなく、

平成２６年９月に退任するまで原子力規制委員会における地震関係分

野担当の委員として、大飯原発をはじめとした数多くの原発の基準地

震動の審査実務にたずさわった経験があり、被告等原子力事業者が言

うところの「詳細な調査等」がどのようなものであるかを熟知してい

る人物である。その島崎氏が、入倉・三宅（２００１）の式による地

震モーメントの過小評価のおそれについて、ひいては大飯原子力発電

所の基準地震動が過小評価となっているおそれについて指摘している

ことの意義は極めて大きい。 
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本年６月、規制委員会は、度重なる同氏の指摘を受けてようやく地

震動を再計算したが、７月１３日、別の式を使った再計算の結果でも

基準地震動の範囲内に収まっているとして一旦は幕引きを図ろうとし

た。然るに当該計算過程に問題があるとの指摘を島崎氏から受けるや、

今度は、同月２７日、別の式を用いて計算した内容について「非現実

的な結果になった」ことを、また別の式についても「今まで使ったこ

とがない」ことを理由として基準地震動の見直しを否定した。しかし、

問題のある計算過程を用い、あるいは見直しを行わない理由を変遷さ

せ、計算結果を「非現実的」と決めつけること自体が「安全神話」に

立脚したものに他ならず、再稼働の結論ありきの姿勢に他ならない。 

 

２ 活断層の長さを事前の調査によって明らかにすることは極めて困難 

まず同氏は、地震モーメントを活断層の長さから予測する場合、過

小評価となる可能性があり注意が必要であるとする。これは、予測に

は震源断層の長さ（あるいは面積）と地震モーメントとの関係式が使

われるが、地震発生前に使用できるのは活断層の情報であって、震源

断層のものではないため、過小評価の可能性があるからである。 

実際に活断層の長さが想定されたものよりも長かった場合として兵

庫県南部地震や熊本地震の例があることは既に述べたとおりであり、

活断層の大部分が地中を走るものである以上、事前の調査に大きな限

界のあることは自明であろう。とりわけ大飯原子力発電所周辺に散在

する活断層は海中にもあり、基準地震動を策定する際の対象であるＦ

Ｏ－Ｂ・ＦＯ－Ａ断層は海中を走っている。地中にある活断層すら事

前の調査が困難なのであるから、海底を走る活断層の調査がなお一層

困難であることは明白であり、実際の長さが被告関西電力の想定より

も長いことは十分にあり得ることである。活断層の長さが８キロ程度



14 

 

違うだけで地震の規模が２倍になることは既に述べたが、これらの断

層の長さが想定よりも長かった場合、基準地震動は直ちに過小評価と

なるのである。 

また、大飯原子力発電所の南西に存在する上林川断層の東端が被告

関西電力の主張するとおり県境付近であるのか、大飯原子力発電所の

南南東に存在する熊川断層の西端はどうなのか、何の保障もない。熊

本地震などで実際に目の当たりになったように実際の活断層の長さは

より長い可能性が十分にあり、そうだとするとそれぞれの断層をその

まま延長させていけば大飯原子力発電所ないしその周辺にまで至る可

能性もある。これらの活断層が実際には大飯原子力発電所の直下を走

る可能性も全く否定できないのである。 

このように活断層の長さを事前の調査によって明らかにすることは

極めて困難である。そのことは兵庫県南部地震や熊本地震によって実

証されている。そうである以上、島崎邦彦氏が指摘するように過小評

価となる危険性は十分に存在するのである。 

 

３ 入倉・三宅の式（２００１）を用いた場合の過小評価の危険性 

(1) 活断層の長さから地震モーメントを算出する計算式 

日本の陸域及びその周辺の地殻内浅発地震（Ｍ７程度以上）につ

いて（いわゆる内陸型地震について）、断層長Ｌ（ｍ）と地震モーメ

ントＭｏ（Ｎｍ）との関係式を平易な形で表現すれば次のようにな

る。 

ただし④の入倉・三宅の式では垂直な断層が想定されており、断

層の傾斜角を６０度とした場合には係数が１．０９から１．４５へ

と変化する。 
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① 武村（１９９８） 

Ｍｏ＝４．３７×１０１０×Ｌ２ 

② Yamanaka＆Shimazaki（１９９９） 

Ｍｏ＝３．８０×１０１０×Ｌ２ 

③ 地震調査委（２００６） 

Ｍｏ＝３．３５×１０１０×Ｌ１．９５ 

④ 入倉・三宅（２００１） 

Ｍｏ＝１．０９×１０１０×Ｌ２ 

 

(2) 入倉・三宅の式は他の式と比べ１／３～１／４の過小評価となる 

入倉・三宅の式（④）と他の式との差異は顕著で、同じ断層の長

さを想定した場合でも係数の差によって３～４倍もの差が地震モー

メントに現れてくることになる。入倉・三宅の式は、それ自体とし

て、地震モーメントを他の式に比べて過小に算出する式なのである。

その要因の一つは、入倉・三宅の式が北米中心の地震データを基に

しているためであり（甲２８０「若狭ネット１６１号」７頁脚注７）、

それをそのまま日本における地震に当てはめることには無理がある

からである。もう一つは無論、活断層の長さや震源断層の不均質性

などの測地データを事前に確実なものとして把握することが不可能

だからであり、そのような測地データの限界によって入倉・三宅の

式が過小評価となってしまうことは、入倉孝次郎氏も認めるところ

である（同７頁、入倉孝次郎研究所ホームページ）。このような、地

震の規模を過小に評価することが明らかな式を原子力発電所の耐震

性に関して用いることは極めて不適切という他ない。 

そして、これを実際の地震について活断層の長さを用いた場合の

地震モーメントの予測値と実際に活断層で発生した地震の地震モー
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メントの観測値とを１８９１年濃尾地震、１９３０年北伊豆地震、

２０１１年４月１１日福島県浜通りの地震で比較し、さらに１９４

３年鳥取地震、１９４５年三河地震、１９９５年兵庫県南部地震で

検討したところ、原子力発電所における強震動予測において断層面

積の推定に使用されている入倉・三宅の式（２００１年 Ｍｏ〔地

震モーメントＮｍ〕＝１．０９×１０１０×Ｌ〔断層長ｍ〕２）を

用いると、地震モーメントが過小評価される傾向が明確に裏付けら

れた（甲２３０）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図は、地震モーメント実測値と推定値を単位１０１８Ｎｍで表した

ものであり、ＯＢＳ＝観測地、Ｔ＝①式、ＹＳ＝②式、ＥＲＣ＝③

式、ＩＭ＝④式である（甲２７８「活断層の長さから推定する地震

モーメント」）。図のように、④入倉・三宅の式によって予測される

地震モーメントは、実際の観測値よりも１／３～１／４となってい

るものが多い。この値は、①～③の式と係数が３～４倍程度異なっ

ていることと完全に整合している。 

他の式によって予測される地震モーメントは実際の観測値にかな

り近いものになるのに対し、④入倉・三宅の式の場合、その係数の
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差により、実際の観測値よりも１／３～１／４となる傾向があるの

である。当然、地震モーメントが過小評価されれば発生するであろ

う地震動も過小な予測となる。 

 

４ 大飯原子力発電所にも妥当すること 

被告関西電力の策定する基準地震動は入倉・三宅の式（２００１年）

に基づいているのであるから、地震モーメントが実際の観測値よりも

１／３～１／４もの過小評価となっており、その結果、基準地震動自

体も過小評価となっているおそれが十分に認められるのである。 

しかも、島崎邦彦氏が入倉・三宅の式を適用するにあたって仮定し

た条件は、地震発生層の厚さを１４キロ、断層傾斜角を（西日本の断

層で標準的なケースである）垂直としており、傾斜角を６０度とした

場合には係数を１．０９から１．４５とするというものであるが（甲

２３０、甲２７８「活断層の長さから推定する地震モーメント」）、被

告関西電力が設定するＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ～熊川断層の条件は、地震

発生層の厚さを１５キロ、断層傾斜角を基本的には垂直とし、「不確

かさを考慮する」として７５度とするというものであり、双方の条件

はほぼ同じであるから、島崎氏の指摘は大飯原子力発電所における基

準地震動についても妥当する。島崎氏自身がそのことを言明している

ところであり（甲２８２「陳述書」）、入倉・三宅の式の考案者である

入倉孝次郎氏自身も、同式を「地震の揺れの予測に使う場合には、断

層面が垂直に近いと地震規模が小さくなる可能性はある」（甲２８３

「毎日新聞記事」）と述べていることとも整合する。大飯原子力発電所

のように断層面が垂直に近い条件設定下では、式の考案者自身が過小

評価となる危険を指摘しているということになる。 

よって被告関西電力が設定した基準地震動は、地震モーメントを実
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際に起こり得る規模よりも１／３～１／４も過小評価した上で算出さ

れたものなのであって、低きに失する不合理なものであることは明白

である。 

 

５ 島崎邦彦氏の指摘は基準地震動がいかに矮小な知見に基づくものか

を示すものでもある 

また、島崎氏の指摘に関連してもう１つ重要なのは、被告関西電力

の設定する基準地震動が過小評価となっている具体的な可能性が、そ

の設定後に示されたという点である。 

原告第１８準備書面２９頁以下で述べたとおり、原子力発電所の新

規制基準適合性に関する審査会合は現在もなお継続して開かれており、

議論が続けられている。その議論の中で本件発電所（大飯原発）にお

ける地震や津波の想定は随時見直され、それに対する被告関西電力の

対応も随時変化し、指摘を受けるごとに個別に対応するということが

続いているのであり、「原子力規制委員会による審査」はなお途上で

あることが明らかである。これは、基準地震動を設定した際に被告関

西電力が用いた「知見」が、あくまでもその時点でのものにすぎず、

その後随時更新され見直されるべきものである以上当然のことである。

島崎氏の指摘も被告関西電力の設定した基準地震動が前提とする知見

には限界があり、そのことを考慮して再計算すべきとするものである

が、これは、かかる原告らの主張を正に裏付けるものとなった。 

被告関西電力の設定する基準地震動は限界ある狭い知見に基づいて

策定されたものにすぎず、そもそもなんら信用できるようなものでは

ないのである。 

以 上 


